












































































































































































その 2 時間後にクロロホルムを吸引させた場所から約 2 ㎞離れた港の岸壁か
ら被害者を車ごと海中に転落させて沈めた（第 2 行為）ものである。なお、
被害者の死因が第 1 行為によるものか、第 2 行為によるものかは特定でき
ず、第 1 行為により死亡していた可能性があった。
　以上の事案につき、最高裁は、「第 1 行為は第 2 行為を確実かつ容易に行
うために必要不可欠なものであった」、「第 1 行為に成功した場合、それ以降
の殺害計画を遂行する上で障害となるような特段の事情が存しなかった」、
および「第 1 行為と第 2 行為との間の時間的場所的近接性」を理由に、「第













































































1 行為と第 2 行為を「時間的・場所的に接着してなされた一連一体の行為で
ある」とした。原審の判断を是認した最高裁は、「被告人が被害者に対して
加えた暴行は、急迫不正の侵害に対する一連一体のものであり、同一の防衛












































































　これらの要素のうち、❶は、第 1 行為と第 2 行為が手段・目的の関係にあ
る場合を念頭に置くものであるが、暴行行為が連続して行われるような場合
には妥当しない。それゆえ、これを「一連の行為」の必要条件と考えるこ
















































































































（あるいはそれ以上）の行為と見られる場合であっても、第 2 行為は第 1 行

























　これらの見解は、第 1 行為と第 2 行為における意思の同一性によって、第
1 行為後に第 2 行為がいわば自動的に遂行されるようになると指摘するもの
である。第 2 行為が違法なものである場合、当該行為の遂行は刑法によって









に述べたように、それが直ちに第 1 行為と第 2 行為を結合しうるとする理由
になるわけではない。第 2 行為も併せて行われる蓋然性を第 1 行為が内在し
ていると主張しただけでは、第 1 行為自体の危険性および結果の第 1 行為へ
















































































































































す』 というものである。計画立案時点を t ０、 クロロホルム吸引行為時点を t １、 
自動車を海に突き落とす時点を t 2と置くと、t ０における犯行計画は、t １に
おけるクロロホルム吸引行為と、 t 2 における突き落とし行為とに言及してい
72　早稲田法学会誌第67巻 1 号（2016） 共同正犯における複数行為の結合根拠（伊藤）　73
る。さらに、計画内の整合性により、t １のＡらは、t ０における計画を参照













































































































　（ 1 ）Hans Welzel における共同正犯論
　共同正犯における複数行為を結合するには、それらが各関与者の意思を


























































　（ⅰ）Michael E. Bratman の共有された共同行為
　Bratman によれば、二人が一緒にデュエットする、家をペンキで塗装す
る、 旅をするといった 「共有された共同行為 （shared cooperative activity： 




to the joint activity）、❸相互援助へのコミットメント（commitment to 

















2 a：Ａは、「我々は 、 1 a および 1 b の下位計画が調和しており、その 
　　 ような下位計画に従って、かつそれが故に～すること」を意図し 
　　 ている。
2 b：Ｂは、「我々は 、 1 a および 1 b の下位計画が調和しており、その 
　　 ような下記計画に従って、かつそれが故に～すること」を意図し 
　　 ている。




















































































































































































































































































































　 1 　Heiko H. Lesch における客観的共同性
　まず、共同性を客観的帰属の問題と解することを前提に、複数行為を共同
実行と評価するには心理的共同性ではなく、客観的共同性が必要になるとす
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拡張する機能）に存する。すなわち、第 1 行為のみから、あるいは第 2 行為のみか
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